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            主 文 

        １ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

        ２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

 １ 令和元年７月２１日に行われた参議院（選挙区選出）議員選挙の愛知

県選挙区，岐阜県選挙区及び三重県選挙区における選挙を無効とす

る。 

 ２ 訴訟費用は被告らの負担とする。 

第２ 事案の概要等 

 １ 本件は，令和元年７月２１日に施行された参議院議員通常選挙（以下

「本件選挙」という。）について，愛知県選挙区，岐阜県選挙区及び

三重県選挙区（以下，併せて「本件各選挙区」という。）の選挙人で

ある原告らが，平成３０年法律第７５号（以下「平成３０年改正法」

といい，同法による公職選挙法の改正を「平成３０年改正」という。）

による改正後の公職選挙法１４条１項，別表第三の参議院（選挙区選

出）議員の議員定数配分規定（以下「本件定数配分規定」という。）

は，人口比例に基づかず憲法に違反し無効であるから，これに基づき

施行された本件選挙の本件各選挙区における選挙も無効であるなどと

主張して，公職選挙法２０４条に基づき，本件各選挙区における選挙

を無効とするよう求める事案である。 

 ２ 前提事実 

   当事者間に争いのない事実，当裁判所に顕著な事実，後掲証拠及び

弁論の全趣旨によれば，次の各事実が認められる。 

  ⑴ 当事者 

    本件選挙の選挙区選出選挙は，令和元年７月２１日，平成３０年
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改正法１４条及び本件定数配分規定に基づいて施行された。 

    原告らは，それぞれ，本件各選挙区のうち別紙当事者目録の原告欄

記載の選挙区の選挙人である。 

  ⑵ 参議院議員選挙法制定当時の仕組みと立法趣旨 

    昭和２２年に制定された参議院議員選挙法（昭和２２年法律第１１

号）は，参議院議員２５０人を全国選出議員１００人と地方選出議員

１５０人とに区分し，前者については全都道府県の区域を通じて選出

されるものとする一方，後者については，都道府県を単位とする選挙

区及び各選挙区における議員定数を別表で定め，各選挙区において選

出されるものとし，その議員定数については，半数改選という憲法上

の要請（４６条）を踏まえ，定数を偶数としてその最小限を２人とす

る方針の下に，各選挙区の人口に比例する形で２人ないし８人までの

偶数の議員定数を配分した。全国選出議員と地方選出議員の性格につ

いて，当時の内務大臣の提案理由説明によれば，「全国選出議員は，

学識経験ともに優れた全国的な有名有為の人材を簡抜することを主眼

とするとともに，職能的知識経験を有するものが選挙される可能性を

生ぜしめることによって，職能代表制の有する長所を採り入れようと

する狙いを持つもの」であり，こうした全国選出議員が「地域代表的

性格を有する地方選出議員」と相まって，参議院を特徴あらしめると

されていた（乙２，３）。 

  ⑶ 平成２５年施行の参議院議員通常選挙までの公職選挙法の改正と投

票価値の最大較差の推移，これに係る選挙無効訴訟における最高裁判

決の動向 

   ア 昭和２５年に制定された公職選挙法の定数配分規定は，前記昭和

２２年制定の参議院議員選挙法の議員定数配分規定をそのまま引き

継いだものであり，その後に沖縄県選挙区の議員定数が２人増えた
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ほかは，平成６年法律第４７号による公職選挙法の改正（以下「平

成６年改正」という。）まで，上記定数配分規定に変更はなかった。 

     なお，昭和５７年法律第８１号による公職選挙法の改正（以下

「昭和５７年改正」という。）により，参議院議員選挙について，

いわゆる拘束名簿式比例代表制が導入され，参議院議員２５２人は

各政党等の得票に比例して選出される比例代表選出議員１００人と

都道府県を単位とする選挙区ごとに選出される選挙区選出議員１５

２人とに区別されることになったが，この選挙区選出議員は，従来

の地方選出議員の名称が変更されたにすぎない。その後，平成１２

年法律第１１８号による公職選挙法の改正（以下「平成１２年改正」

という。）により，比例代表選出議員の選挙制度が，いわゆる非拘

束名簿式比例代表制に改められるとともに，参議院議員の総定数が

１０人削減されて２４２人とされ，比例代表選出議員９６人及び選

挙区選出議員１４６人とされた（乙２，３）。 

   イ 参議院議員選挙法制定直後の昭和２２年４月に施行された参議院

議員通常選挙時の選挙区間における議員１人当たりの選挙人数の最

大較差は２．５１倍であり，直近の国勢調査による人口を基準とし

た最大較差（以下，直近の国勢調査人口を基準とした選挙区間にお

ける議員１人当たりの選挙人数の最大較差を表すときには，「人口

で」，「（人口）」などと付記して表示する。）は２．６２倍であ

った。この最大較差は，人口変動により拡大を続け，平成４年７月

に施行された参議院議員通常選挙（以下「平成４年選挙」という。）

の際にはこれが６．５９倍（人口で６．４８倍）にまで達した。そ

の後，平成６年改正によって参議院議員の総定数及び選挙区選出議

員の定数を増減させないまま７選挙区で定数を８増８減した結果，

同改正後の平成７年７月に施行された参議院議員通常選挙における
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最大較差は４．９７倍（人口で４．８１倍）に縮小し，平成１０年

７月に施行された参議院議員通常選挙における最大較差も４．９８

倍（人口で４．７９倍）となった（乙４）。 

     その後，平成１２年改正において，３選挙区の議員定数を６減と

する措置，さらに，平成１８年法律第５２号による公職選挙法の改

正（以下「平成１８年改正」という。）における４選挙区の議員定

数を４増４減とする措置の前後を通じて，平成１３年から同１９年

までに施行された各参議院議員通常選挙当時の最大較差は５倍前後

で推移した（乙２ないし４，弁論の全趣旨）。 

   ウ 最高裁判所大法廷は，定数配分規定の合憲性に関し，最高裁昭和

５４年（行ツ）第６５号同５８年４月２７日大法廷判決・民集３７

巻３号３４５頁（以下「昭和５８年大法廷判決」という。）におい

て，後記第３の１ の基本的な判断枠組みを示すとともに，

昭和５２年に施行された参議院議員通常選挙（最大較差は５．２６

倍）について，違憲の問題が生ずる程度の投票価値の著しい不平等

状態が生じていたとするには足りない旨判示した。 

     また，最高裁平成６年（行ツ）第５９号同８年９月１１日大法廷

判決（民集５０巻８号２２８３頁）は，最大較差が６．５９倍に達

していた平成４年選挙について，違憲の問題が生ずる程度の投票価

値の著しい不平等状態が生じていた旨判示したものの，最高裁大法

廷は，平成６年改正による定数配分規定の下で施行された２回の参

議院議員通常選挙については，昭和５８年大法廷判決と同様に，上

記の状態に至っていたとはいえない旨判示した（最高裁平成９年

（行ツ）第１０４号同１０年９月２日大法廷判決・民集５２巻６号

１３７３頁，最高裁平成１１年（行ツ）第２４１号同１２年９月６

日大法廷判決・民集５４巻７号１９９７頁）。 
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     その後，最高裁大法廷は，平成１２年改正による定数配分規定の

下で施行された２回の参議院議員通常選挙及び平成１８年改正によ

る定数配分規定の下で平成１９年に施行された参議院議員通常選挙

のいずれについても，上記の状態に至っていたか否かにつき明示的

に判示することなく，結論において当該各定数配分規定が憲法に違

反するに至っていたとはいえない旨の判断を示した（最高裁平成１

５年（行ツ）第２４号同１６年１月１４日大法廷判決・民集５８巻

１号５６頁，最高裁平成１７年（行ツ）第２４７号同１８年１０月

４日大法廷判決・民集６０巻８号２６９６頁，最高裁平成２０年

（行ツ）第２０９号同２１年９月３０日大法廷判決・民集６３巻７

号１５２０頁）。もっとも，上記最高裁平成１８年１０月４日大法

廷判決においては，投票価値の平等の重要性を考慮すると投票価値

の不平等の是正について国会における不断の努力が望まれる旨の，

上記最高裁平成２１年９月３０日大法廷判決においては，当時の較

差が投票価値の平等という観点からはなお大きな不平等が存する状

態であって，選挙区間における投票価値の較差の縮小を図ることが

求められる状況にあり，最大較差の大幅な縮小を図るためには現行

の選挙制度の仕組み自体の見直しが必要となる旨の指摘がそれぞれ

された。 

   エ 平成１８年改正による定数配分規定の下で平成２２年７月に２回

目の参議院議員通常選挙（以下「平成２２年選挙」という。）が施

行されたところ，この時における最大較差は５．００倍に拡大して

いた。 

     このような状況の下で，平成２２年選挙につき，最高裁平成２３

年（行ツ）第５１号同２４年１０月１７日大法廷判決・民集６６巻

１０号３３５７頁（以下「平成２４年大法廷判決」という。）は，
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結論において同選挙当時の定数配分規定（平成１８年改正によるも

の）が憲法に違反するに至っていたということはできないとしたも

のの，長年にわたる制度及び社会状況の変化を踏まえ，参議院議員

の選挙であること自体から直ちに投票価値の平等の要請が後退して

よいと解すべき理由は見いだし難く，都道府県が政治的に一つのま

とまりを有する単位として捉え得ること等の事情は数十年間にもわ

たり投票価値の大きな較差が継続することを正当化する理由として

は十分なものとはいえなくなっており，都道府県間の人口較差の拡

大が続き，総定数を増やす方法を採ることにも制約がある中で，都

道府県を各選挙区の単位とする仕組みを維持しながら投票価値の平

等の要求に応えていくことはもはや著しく困難な状況に至っている

などとし，それにもかかわらず平成１８年改正後は投票価値に大き

な不平等がある状態の解消に向けた法改正が行われることのないま

ま平成２２年選挙に至ったことなどの事情を総合考慮すると，同選

挙当時の最大較差が示す選挙区間における投票価値の不均衡は，違

憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあった旨判示するとと

もに，都道府県を単位として各選挙区の定数を設定する現行の方式

をしかるべき形で改めるなど，現行の選挙制度の仕組み自体の見直

しを内容とする立法的措置を講じ，できるだけ速やかに違憲の問題

が生ずる上記の不平等状態を解消する必要がある旨を指摘した（甲

５）。 

   オ 平成２４年大法廷判決の言渡し後，平成２４年法律第９４号によ

る公職選挙法の改正において，選挙区選出議員について４選挙区で

定数を４増４減した（以下「平成２４年改正」という。）。しかし，

平成２４年改正が行われた際の最大較差は４．７５倍（人口）であ

った（乙２，３）。 
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     平成２５年７月２１日，平成２４年改正による定数配分規定の下

で初めてとなる参議院議員通常選挙（以下「平成２５年選挙」とい

う。）が施行された。平成２５年選挙の最大較差は４．７７倍であ

った。 

     最高裁平成２６年（行ツ）第１５５号外同年１１月２６日大法廷

判決・民集６８巻９号１３６３頁（以下「平成２６年大法廷判決」

という。）は，平成２５年選挙につき，結論において平成２４年改

正による定数配分規定が憲法に違反するに至っていたということは

できないとしたものの，平成２４年大法廷判決の判断に沿って，平

成２４年改正による前記４増４減の措置は，都道府県を各選挙区の

単位とする選挙制度の仕組みを維持して一部の選挙区の定数を増減

するにとどまり，現に選挙区間の最大較差については上記改正の前

後を通じてなお５倍前後の水準が続いていたのであるから，投票価

値の不均衡について違憲の問題が生ずる程度の投票価値の著しい不

平等状態を解消するには足りないものであったといわざるを得ず，

したがって，平成２４年改正による上記の措置を経た後も，選挙区

間における投票価値の不均衡は違憲の問題が生ずる程度の著しい不

平等状態にあった旨判示するとともに，都道府県を単位として各選

挙区の定数を設定する現行の方式をしかるべき形で改めるなどの具

体的な改正案の検討と集約が着実に進められ，できるだけ速やかに，

現行の選挙制度の仕組み自体の見直しを内容とする立法的措置によ

って上記の不平等状態が解消される必要がある旨を指摘した（甲

７）。 

  ⑷ 平成２７年の公職選挙法改正 

   ア 参議院では，選挙制度の改革に関する検討会，同検討会の下に設

置された選挙制度協議会において，次の参議院議員通常選挙に向け
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て，選挙制度の見直しを行うべく，２県合区制，ブロック選挙区制

（府県に代えてより広域の選挙区の単位を新たに創設するもの）等

の種々の選挙区設定方法等について協議を重ねたものの，各会派が

一致する結論を得ることができなかった。そして，議論が委員会及

び本会議に移ると，平成２７年７月，平成２７年法律第６０号（以

下「平成２７年改正法」という。）による公職選挙法の改正（以下

「平成２７年改正」という。）が成立した。 

     平成２７年改正法は，①参議院創設以来，初めて都道府県を各選

挙区の単位とする仕組みを改め，一部について合区を設けたもので

あり，具体的には，参議院選挙区選出議員の選挙区及び定数につい

て，鳥取県及び島根県，徳島県及び高知県の各選挙区をそれぞれ合

区し，定数２人の選挙区とし，②定数４の県のうち，議員１人当た

りの人口の少ない３県（宮城県，新潟県及び長野県）の各選挙区の

定数を２人ずつ減員するとともに，議員１人当たりの人口の多い１

都１道３県（東京都，北海道，愛知県，兵庫県及び福岡県）の各選

挙区の定数を２人ずつ増員すること等を内容とするものである（４

県２合区を含む１０増１０減）。これにより，最大較差は縮小した

（平成２２年の国勢調査人口を基準とした場合，２．９７倍）。 

     なお，平成２７年改正法の附則７条には「平成３１年に行われる

参議院議員の通常選挙に向けて，参議院の在り方を踏まえて，選挙

区間における議員１人当たりの人口の較差の是正等を考慮しつつ選

挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い，必ず結論を

得るものとする。」との規定が置かれていた（乙５の１）。 

   イ 平成２７年改正に至るまでの間には，選挙制度の改革について，

民意の反映という観点から人口比例のみに偏った選挙制度に疑問を

呈する意見や，参議院を地方代表の府として積極的に位置づける考
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え方もあり得るとする意見など，様々な意見が出されていた（乙１

８の１ないし５）。また，平成２７年改正に当たり，合区の検討対

象とされた地方公共団体から，「選挙制度は，人口だけでなく，面

積や行政区画のほか，地方が有する自然環境保護や食糧供給基地等

の多面的機能等を総合的に考慮する必要がある。」（鳥取県議会の

意見書・乙２８の６２），「東京一極集中を是正し，地方の活性化

を図るためには当事者である地方の意見が最大限に活かされること

が必要であり，人口により単純に区割りを決定することは，地方創

生に逆行し，適当ではない。」（合区対象として検討されていた８

県知事による地方創生にふさわしい参議院選挙制度改革に関する緊

急提言・乙２８の１），「合区案は，人口過疎の上に，政治過疎を

引き起こすものであり，これらが国策として強行されるならば，地

方切り捨てにつながり，国・地方全体の衰退を招く。」（鳥取県町

村会・鳥取県町村議会議長会の緊急要請・乙２８の７１）などとし

て，合区に反対する旨の意見が出された（その他，乙２８の８，１

０ないし１２等）。 

   ウ なお，平成２７年改正法とあわせて，「２０県１０合区による１

２増１２減」とする法案（参第１２号）も審議されており，同法案

には，合区対象となる県とそうでない県との不公平感が一層顕著に

なること，歴史的，地理的，社会的なつながり，条件がほとんどな

い合区による様々な矛盾が生じるなどといった意見が出されていた

が，これは平成２７年改正法の成立により議決を要しないものとな

った（乙５の１，５の２・１６頁）。 

  ⑸ 平成２８年参議院議員通常選挙の施行 

    平成２８年７月，平成２７年改正による定数配分規定の下で初めて

の参議院議員通常選挙（以下「平成２８年選挙」という。）が施行さ
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れた。平成２８年選挙当日の選挙区間における較差は，福井県選挙区

を１とした場合，最大が埼玉県選挙区との間の３．０８倍であり，そ

れ以外の合区を含む選挙区間における較差はいずれも３倍未満であり，

うち２３選挙区間における較差は２倍未満であった（乙５の３）。他

方，合区された４県（鳥取県，島根県，徳島県，高知県）における投

票率は，島根県を除く各県で低下するとともに，当時における過去最

低の投票率となった（乙５の４，１８の８）。また，徳島県及び高知

県選挙区では，立候補者全員が徳島県出身者であったところ（乙１８

の８），高知県は，投票率が全国で最も低くなった上，無効票が全国

平均（２．６５％）を大きく上回る６．１４％と最も高くなった（乙

５の４，５）。 

    最高裁平成２９年（行ツ）第４７号同年９月２７日大法廷判決・民

集７１巻７号１１３９頁（以下「平成２９年大法廷判決」という。）

は，平成２７年改正による定数配分規定の下で施行された平成２８年

選挙につき，同改正は，長期間にわたり投票価値の大きな較差が継続

する要因となっていた仕組みを見直すべく，人口の少ない一部の選挙

区を合区するというこれまでにない手法を導入して行われたものであ

り，これによって選挙区間の最大較差が人口で２．９７倍（平成２８

年選挙当時は３．０８倍）程度にまで縮小したのであるから，同改正

は，前記の参議院議員選挙の特性を踏まえ，平成２４年大法廷判決及

び平成２６年大法廷判決の趣旨に沿って較差の是正を図ったものとみ

ることができ，また，平成２７年改正法は，その附則において，次回

の通常選挙に向けて選挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討

を行い必ず結論を得る旨を定めており，これによって，今後における

投票価値の較差の更なる是正に向けての方向性と立法府の決意が示さ

れるとともに，再び上記のような大きな較差を生じさせることのない
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よう配慮されているものということができるとし，そうすると，平成

２７年改正は，都道府県を各選挙区の単位とする選挙制度の仕組みを

改めて，長年にわたり選挙区間における大きな投票価値の不均衡が継

続してきた状態から脱せしめるとともに，更なる較差の是正を指向す

るものと評価することができ，これらの事情を総合すれば，平成２８

年選挙当時の選挙区間における投票価値の不均衡は，違憲の問題が生

ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえず，平成２７年改

正法による定数配分規定が憲法に違反するに至っていたということは

できないと結論付けた（甲９）。 

  ⑹ 平成２８年選挙後の参議院選挙制度改革に係る取り組み 

   ア 平成２８年選挙後の平成２９年２月，参議院の組織及び運営に関

する諸問題を調査検討するため，参議院改革協議会が設置され，さ

らに同年４月，同協議会の下に，参議院選挙制度改革について集中

的に調査検討を進めるため，選挙制度に係る専門委員会（以下「専

門委員会」という。）が設置された。専門委員会は，同年５月から

平成３０年４月までの間に１７回にわたり協議を行い，その中で，

参考人として合区となった徳島県知事，複数の大学教授，原告ら代

理人弁護士である伊藤真の意見を聴取するとともに，選挙制度の枠

組みについては，選挙区及び比例代表の２本立てとする場合と２本

立てとしない場合における選挙制度の在り方，ブロック選挙区制，

奇数配当の可否等について議論が重ねられた（乙６ないし１０，１

１の１，１１の２）。 

     専門委員会は，平成３０年５月７日，議論された参議院のあり方，

一票の較差，選挙制度の枠組みなどの論点ごとの意見をとりまとめ，

参議院選挙制度改革に関する具体的な方向性についての各会派の意

見を併記した「参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会報告
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書」を作成し，参議院改革協議会に提出した（乙１１の２）。 

     その後，各会派の一致する結論を得ることができず，７会派から

提出された５法律案が参議院政治倫理の確立及び選挙制度に関する

特別委員会に付託されて，同年７月１１日に開催された同委員会に

おいて質疑が行われ，その内の１法律案（参第１７号）が多数決に

よって平成３０年改正法案として可決され，これとあわせて「今後

の参議院選挙制度改革については，憲法の趣旨にのっとり，参議院

の役割及び在り方を踏まえ引き続き検討を行うこと」の実現に努め

ること等を内容とする附帯決議が可決された（乙１３の１ないし

３）。 

     そして，平成３０年改正法は，同日の参議院本会議において，及

び同月１８日の衆議院本会議において，いずれも多数決によって可

決されて成立した（乙１３の４，１３の７）。 

     平成３０年改正法は，①参議院選挙区選出議員の定数を２人増加

し，１４８人とした上で，埼玉県選挙区の定数を２人増加し８人と

するとともに，②参議院比例代表選出議員の定数を４人増加し１０

０人とした上で，参議院比例代表選出議員の選挙において，政党そ

の他の政治団体が，候補者とする者のうちの一部の者について，優

先的に当選人となるべき候補者として，その氏名及びそれらの者の

間における当選人となるべき順位をその他の候補者とする者の氏名

と区分して名簿に記載することができるという特定枠の制度を導入

するものであった（乙１６）。 

   イ 平成２７年改正の後あるいは平成２８年選挙の後も，地方自治体

（乙２８の３ないし７，９等），全国知事会等の地方六団体から合

区の早期解消を求める意見・決議が示され続けていた（乙２１の２

ないし６等）。平成３０年改正法の法案提案においても，このよう
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な意見が同改正法の目的・趣旨と関係している旨答弁されていた

（乙１３の１・４頁，５頁）。 

   ウ 平成３０年改正の結果，参議院選挙区選出議員の選挙区間の，平

成２７年の国勢調査人口を基準とした最大較差は２．９９倍となっ

た。 

   エ 令和元年７月２１日，本件定数配分規定の下で初めてとなる本件

選挙が施行された。本件選挙当日における最大較差は，福井県選挙

区と宮城県選挙との間の３．００倍であり，福井県選挙区と比べて

較差が３倍以上となった選挙区は宮城県選挙区のみであった（乙１

の１）。また，本件選挙の投票率は高知県を除く全都道府県で低下

したところ，特に合区となった鳥取県及び島根県では過去最低の投

票率を記録した（乙１の２，１９の７）。徳島県及び高知県選挙区

では，高知県出身候補者の事実上の一騎打ちであったところ（乙１

９の８，９），徳島県は，投票率が全国で唯一４０％を下回る最低

の約３８．５９％を記録したほか，無効票も全国平均（２．５３％）

を大きく上回る６．０４％となり全国で最も高くなった（乙１の２，

３）。 

     このような本件選挙の結果を受け，鳥取県ら合区４県の知事は，

合区を解消し，都道府県単位による選挙制度の実現を求める緊急共

同声明を発出した（乙２８の２）。他方，合区となった鳥取県，島

根県の有権者を対象として，新聞社が本件選挙期間中に実施した世

論調査では，合区に反対する者が５４．５％と，賛成する者１７．

５％を大きく上回っているものの，平成２８年選挙時における世論

調査と比較して合区に反対する者が１４％減少していた（乙１８の

１１）。 

 ３ 当事者の主張 
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  ⑴ 原告らの主張 

   ア 憲法は，国の政治のあり方を最終的に決定する主権を有する国民

が国会議員を通じて多数決で両議院の議事を決する旨を定めており

（憲法５６条２項，１条，前文第１文），人口比例選挙を要求して

いる。本件選挙の最大較差は１対２．９８４倍であるから，人口比

例選選挙ではなく，上記憲法の要求に違反している。 

   イ 平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決は，いずれも，

参議院は，衆議院とともに国権の最高機関として適切に民意を国政

に反映する責務を負っているのであり，参議院議員の選挙であるこ

と自体から，直ちに投票価値の平等の要請が後退してよいと解すべ

き理由は見いだし難い旨判示している。また，昭和２２年から平成

１７年までの間，衆議院が法律案について賛成多数であるものの，

参議院で反対多数であることが１５回あり，この時，参議院の決議

（多数意見）に従って修正された法律案が成立し，又は廃案となっ

ている（甲３１）。 

     このことから，参議院は衆議院とともに国権の最高機関として適

切に民意を国政に反映させる責務を負っており，参議院議員選挙の

投票価値の平等の要請が衆議院議員選挙における投票価値の平等の

要請よりも劣後することはないというべきである。そして，参議院

議員選挙における投票価値の較差は，衆議院議員選挙における投票

価値の較差よりも上回っているから，憲法の投票価値の平等の要求

に反しており，違憲であるというべきである。 

   ウ 平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決では，①当該定

数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡が，違憲の

状態が生ずる程度の著しい不均衡状態に至っているか否か，②上記

の状態に至っている場合に，当該選挙までの期間にその是正がされ
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なかったことが国会の裁量権の限界を超えるとして当該定数配分規

定が憲法に違反するに至っているか否かという２段階の判断枠組み

を採用していた。 

     しかし，②の判例法理自体，違憲と判断される選挙区割りを合憲

として，同選挙区割りに基づく選挙を有効とし得るものであって，

これは違憲であるというべきである。 

     また，平成２９年大法廷判決における判断の枠組みは，上記平成

２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決で示された判断枠組み

の②で考慮すべき投票価値の較差是正に関する要素を①で先取りし

て考慮するものであり，平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法

廷判決に反している。これを判例変更に当たるとしても，平成２９

年大法廷判決にはその理由が示されておらず，最高裁判例の変更に

ついての最高裁判例（昭和４８年４月２５日大法廷判決・刑集２７

巻４号５４７頁）に反するものである。 

   エ 人口比例選挙に基づく選挙区割りは，実務を踏まえた技術的観点

からみて合理的に実施可能である上，平成２４年大法廷判決及び平

成２６年大法廷判決は，都道府県を選挙区の単位として各選挙区の

定数を定める仕組み自体を見直すことが必要になるとの指摘をして

いるのにもかかわらず，平成３０年改正では４３都道府県において

都道府県を選挙区とする平成２７年改正の選挙区割りが維持されて

いるから，違憲状態というべきである。 

   オ 平成２９年大法廷判決は，平成２７年改正法の附則７条が，本件

選挙である次回の通常選挙に向けて，選挙制度の抜本的な見直しに

ついて引き続き検討を行い必ず結論を得る旨を定めており，これに

よって，今後における投票価値の較差の更なる是正に向けての方向

性と立法府の決意が示されていることを指摘して，平成２８年選挙
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の時点における投票価値の不均衡が違憲の問題が生ずる程の著しい

不平等状態にあったものとはいえない旨判示したが，平成３０年改

正法は，選挙区選出議員の定数を２人増としたにとどまり，投票価

値の較差も微細に変化しただけであるから，選挙区割りの抜本的見

直しからほど遠いものとなった。また，平成３０年改正法の附帯決

議では，今後の選挙制度の抜本的見直しについて触れられておらず，

更なる見直しに向けての方向性と立法府の決意が示されていない。 

     したがって，平成２９年大法廷判決の判示に忠実に従ったとして

も，本件選挙は違憲状態にあった。 

   カ 以上のとおり，平成３０年改正法による本件定数配分規定は，違

憲であるから，憲法９８条１項により無効というべきであり，これ

に基づき施行された本件選挙の本件各選挙区における選挙も無効で

あるというべきである。 

   キ 本件選挙が違憲・無効であるとしても，これにより事情判決の法

理で示された憲法の所期するところに必ずしも適合しない結果が生

じるという事情はなく，社会的混乱は生じないのであるから，国会

議員の利益よりも主権者である国民の利益を尊重して，本件選挙を

無効と判断すべきである。 

  ⑵ 被告らの主張 

   ア 憲法は投票価値の平等を要求しているが，選挙制度の仕組みの決

定については国会に広範な裁量が認められているのであるから，投

票価値の平等は選挙制度の仕組みを決定する唯一，絶対の基準とな

るものではなく，国会が正当に考慮することのできる他の政策的目

的ないし理由との関係において調和的に実現されるべきものである。

そして，国会が定めた具体的な選挙制度がその裁量権の行使として

合理性を有するものである限り，それによって投票価値の平等が一
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定の限度で譲歩を求められることになっても，憲法に違反するもの

ではない。 

     国会の定めた定数配分規定が憲法１４条１項等の規定に違反して

違憲であると評価されるのは，参議院の独自性その他の政策的目的

ないし理由を考慮しても，投票価値の平等の見地からみて違憲の問

題が生ずる程度の著しい不平等状態が生じている上，当該選挙まで

の期間内にその是正がされなかったことが国会の裁量権の限界を超

える場合に限られるものと解すべきである。 

   イ 参議院選挙の選挙区割りにつき，原則として都道府県単位とする

ことは，比較的広域の行政単位としての都道府県の歴史的，政治的，

経済的，社会的，文化的な役割や機能などといった重要性を踏まえ，

住民の意思を集約的に反映させるという都道府県の有する意義ない

し機能を維持することで，その代表としての実質的内容ないし機能

に衆議院議員と異なる独特の要素を持たせようとしたものであり，

憲法が二院制を採用した趣旨に沿うものでもあるから，国会におい

て正当に考慮することができる政策的目的ないし理由となるものと

いうべきである。 

     また，参議院選挙の選挙区割りにつき，原則として都道府県単位

とすることは，前記の行政単位としての都道府県の歴史的，政治的，

経済的，社会的，文化的な重要性があることに加えて，合区が国民

の投票意識に消極的な影響を与える可能性があり，地方に住む国民

の意見が国政に反映されにくくなるなど合区の弊害があること，合

区に反対する地方自治体の根強い意見があること，選挙区割りの恣

意性を回避することができることなどを勘案すれば，国会において

正当に考慮することができる要素であるというべきである。また，

選挙区割りを都道府県単位とする選挙制度は，憲法制定当時から想
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定されており，今日も原則として維持することが憲法上許容されて

いる。 

     そもそも，選挙権は，民主主義国家において，治者であり被治者

でもある国民が自らの意見等を国政に反映させることを可能にする

極めて重要な権利であるところ，我が国の国民には，人口の集中す

る都市部に居住する者もいれば，山間部などのいわゆる過疎地域を

含む県に居住する者もいる。過疎地域に住む少数者の意見を国政に

反映する必要はないということにはならないのであって，そのよう

な少数者の声も国政に届くような定数配分規定を定めることは，国

会において正当に考慮することができる政策的目的ないし理由とな

るものというべきである。 

     さらに，参議院議員については，憲法上３年ごとに議員の半数を

改選するものとされ（４６条），定数の偶数配分が求められるなど，

衆議院議員と比較して較差是正のための技術的制約が大きい。 

   ウ 平成２７年改正法は，平成２４年大法廷判決及び平成２６年大法

廷判決の趣旨に沿って，都道府県単位の選挙区割りを極力尊重しつ

つも，都道府県と選挙区割りとを完全に一致させる仕組みを改め，

４県２合区を含む１０増１０減等を内容とするものであり，これに

より，平成２５年選挙時に１対４．７７であった最大較差が３倍未

満である１対２．９７（人口）に大幅に縮小し，平成２８年選挙当

日の最大較差においても１対３．０８と３倍をわずかに超えるにと

どまったのであって，投票価値の平等の見地からみて違憲の問題が

生ずる程度の著しい不平等状態は解消した。 

     そして，平成２８年選挙に係る平成２９年大法廷判決においても，

平成２７年改正について，参議院議員選挙の特性を踏まえて，平成

２４年大法廷判決及び平成２６年大法廷判決の趣旨に沿って長年に
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わたり継続していた選挙区間における大きな投票価値の較差の是正

を図ったものとみることができるとした上，平成２７年改正法の附

則７条において，次回の通常選挙に向けて選挙制度の抜本的な見直

しについて引き続き検討を行い必ず結論を得る旨の検討条項が存在

し，今後における投票価値の較差の更なる是正に向けての方向性と

立法府の決意が示されており，更なる較差の是正を指向するものと

評価できるとし，結論として，平成２７年改正による定数配分規定

の下における投票価値の不均衡は，平成２８年選挙の当時違憲の問

題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったものとはいえず，上記

定数配分規定が憲法に違反するに至ったということはできないとし

て合憲の判断をした。 

   エ 平成３０年改正法は，前記イのとおり，国会において正当に考慮

することができる政策的目的ないし理由，要素，技術的制約等を考

慮して，平成２９年大法廷判決によって合憲と判断された平成２７

年改正による選挙区割りを維持しながら，選挙区選出議員の定数を

２人増とすることにより最大較差を１対３．０８から１対２．９８

５に縮小させて，更なる投票価値の較差の是正を図ることにより，

調和的に投票価値の平等を実現したものであり，国会の裁量の範囲

内のものであるというべきである。 

     さらに，平成３０年改正は，種々の制約があるのにもかかわらず，

参議院議員の定数を２増として投票価値の更なる較差の是正を実現

したのであり，平成２９年大法廷判決が指摘する投票価値の較差の

更なる是正に向けての方向性と立法府の決意の現れであるというべ

きである。平成３０年改正においても，選挙制度改革の検討を引き

続き行う旨の附帯決議もなされたのであり，国会は，再び過去にあ

ったような大きな較差を生じさせることのないよう配慮をしている
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ことから，平成３０年改正法の合憲性に疑いはない。 

   オ 憲法秩序の下における司法権と立法権との関係に照らすと，当該

定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不均衡が違憲の

問題が生ずる程度の著しい不平等状態に至っている旨の司法の判断

がされれば，国会は，これを受けて是正を行う責務を負うものであ

るところ，当該選挙までの期間内にその是正をしなかったことが国

会の裁量の限界を超えるということができるか否かを判断するに当

たっては，国会が，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態と

なったことを認識し得た時期を基準（始期）として，単に期間の長

短のみならず，是正のために採るべき措置の内容，そのために検討

を要する事項，実際に必要となる手続や作業等の諸般の事情を総合

考慮して，国会における是正の実現に向けた取組が司法の判断の趣

旨を踏まえた裁量権の行使の在り方として相当なものであったとい

うことができるか否かという観点に立って評価すべきである。 

     これを本件についてみると，平成２９年大法廷判決において，平

成２８年選挙当時，平成２７年改正による定数配分規定の下での選

挙区間における投票価値の不均衡は，違憲の問題が生ずる程度の著

しい不平等状態にあったものとはいえないと判断しており，本件選

挙は，そのように評価された投票価値の均衡状態から，最大較差を

更に小さくすることを目指した平成３０年改正による本件定数配分

規定に基づく初めての選挙であり，その最大較差も平成２９年大法

廷判決により合憲と判断された平成２８年選挙時の最大較差を下回

るものであるから，投票価値の不均衡について違憲の問題が生ずる

程度の著しい不平等状態であると判断されることがあるとしても，

国会において，本件選挙までの間に上記状態に至っていたことを認

識し得たとは到底いうことができない。加えて，国会における是正
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の実現に向けた取組が司法の判断の趣旨を踏まえた裁量権の行使の

在り方として相当なものでなかったとは認められない。 

     そうすると，仮に，本件定数配分規定の下での選挙区間における

投票価値の不均衡について，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平

等状態に至っていたと評価されたとしても，国会における是正の実

現に向けた取組が司法の判断の趣旨を踏まえた裁量権の行使の在り

方として相当なものではなかったとは認められないから，本件選挙

までの期間内に本件定数配分規定の改正がされなかったことをもっ

て，国会の裁量権の限界を超えるものとはいうことができない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 判断の枠組みについて 

 憲法における投票価値の平等の要請と具体的な選挙制度の仕組み

を定めるに当たっての国会の裁量との関係に関する判断の枠組み

は，次のとおりである。 

ア 参議院議員につき，昭和２２年の参議院議員選挙法及び昭和２５

年の公職選挙法の制定当時において，国会が，全国選出議員（昭和

５７年改正後は比例代表選出議員）と地方選出議員（同改正後は選

挙区選出議員）に分け，前者については全国（全都道府県）の区域

を通じて選挙するものとし，後者については都道府県を各選挙区の

単位とした選挙制度の仕組みを定めたことが，国会の有する裁量権

の合理的な行使の範囲を超えるものであったということはできな

い。しかしながら，社会的，経済的変化の激しい時代にあって不断

に生ずる人口変動の結果，上記の仕組みの下で投票価値の著しい不

平等状態が生じ，かつ，それが相当期間継続しているにもかかわら

ずこれを是正する措置を講じないことが，国会の裁量権の限界を超

えると判断される場合には，当該定数配分規定が憲法に違反するに
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至るものと解するのが相当である。 

イ また，いかなる具体的な選挙制度によって，二院制を定める憲法

の趣旨を実現し，投票価値の平等の要請と調和させていくかは，二

院制の下における参議院の性格や機能及び衆議院との異同をどのよ

うに位置づけ，これをそれぞれの選挙制度にいかに反映させていく

かという点を含め，国会の合理的な裁量に委ねられていると解すべ

きである。 

ウ そして，具体的な選挙制度の仕組みを定めるに当たって，一定の

地域の住民の意思を集約的に反映させるという意義ないし機能を加

味する観点から，政治的に一つのまとまりを有する単位である都道

府県の意義や実体等を一つの要素として考慮すること自体が否定さ

れるものであるとはいえず，投票価値の平等の要請との調和が保た

れる限りにおいて，このような要素を踏まえた選挙制度を構築する

ことが直ちに国会の合理的な裁量を超えるものとは解されない。 

 のうち，アは，昭和５８年大法廷判決以降の参議院議員

（地方選出議員ないし選挙区選出議員）選挙に関する累次の大法廷

判決の趣旨とするところであり，イについても，累次の大法廷判決

が基本的な立場として承認してきたところであって，これらは判例

法理として確立した判断の枠組みということができる。また，ウ

は，平成２９年大法廷判決の法廷意見であるところ，平成２７年改

まえて検討しても，現時点で上記法廷意見を変更すべき政治的・経

済的・社会的な事情の変化が生じていると認めるには足りないとい

うべきである。 

したがって，本件選挙の効力については，以上のアからウまでの判

断の枠組みを前提に検討するのが相当である。 
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 ２ 判断の枠組みに関する原告らの主張について 

 原告らは，憲法は，国の政治のあり方を最終的に決定する主権を

有する国民が国会議員を通じて多数決で両議院の議事を決する旨を

定めており（憲法５６条２項，１条，前文第１文），人口比例選挙

を要求していると主張する。 

確かに，憲法は，選挙権の内容の平等，換言すれば，議員の選出に

おける各選挙人の投票の有する影響力の平等，すなわち投票価値の平

等を要求していると解されるが，同時に憲法は，国民の利害や意見を

公正かつ効果的に国政に反映させるために選挙制度をどのような制度

にするかの決定を国会の裁量に委ねているのであるから，投票価値の

平等は，選挙制度の仕組みを決定する唯一，絶対の基準となるもので

はなく，国会が正当に考慮することができる他の政策的目的ないし理

由との関連において調和的に実現されるべきものである。それゆえ，

国会が具体的に定めたところがその裁量権の行使として合理性を有す

るものである限り，それによって投票価値の平等が一定の限度で譲歩

を求められることになっても，憲法に違反するとはいえない。 

したがって，原告らの主張する人口比例選挙の憲法上の要求が投票

価値の絶対的な平等の下での選挙を要求する趣旨をいうのであれば，

これを採用することはできない。 

 また，原告らは，参議院議員選挙における投票価値の較差は，衆

議院議員選挙における投票価値の較差を上回れば，憲法の投票価値

の平等の要求に反しており違憲であると主張する。 

確かに，原告らが指摘するように，過去に，衆議院が法律案につい

て賛成多数であったが参議院が反対多数であった場合に，参議院の意

向を踏まえて法案が修正され，時には廃案となって参議院の意向が国

政に反映される事象がみられたなど，国政の運営における参議院の役
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割は重要なものであって，これを衆議院より軽いものとみることはで

きない。しかし，憲法が定める二院制の趣旨は，立法を始めとする多

くの事柄について参議院にも衆議院とほぼ等しい権限を与えつつ，参

議院議員の任期をより長期とすること等によって，多角的かつ長期的

な視点からの民意を反映させ，衆議院との権限の抑制，均衡を図り，

国政の運営の安定性，継続性を確保しようとしたものと解される。そ

うすると，いかなる具体的な選挙制度によって，参議院に多角的かつ

長期的な視点からの民意を反映させる等の憲法の趣旨を実現しつつ，

投票価値の平等の要請と調和させていくかは，国会の合理的な裁量に

委ねられていると解すべきこととなるのであって，参議院議員選挙に

おける投票価値の較差が，衆議院議員選挙における投票価値の較差を

上回ったことをもって，直ちにその選挙区割りが違憲であるというこ

とはできず，原告らの主張は採用することができない。 

 ３ 本件選挙について 

  

選挙区を合区するというこれまでにない手法を導入して平成２４年

大法廷判決及び平成２６年大法廷判決の趣旨に沿って較差の是正を

図ったものであるが，平成３０年改正は，平成２７年改正による選

挙区割りをそのまま維持しつつ，埼玉県選挙区の定員を２人増とし

て最大較差（平成２７年の国勢調査人口を基準としたもの）を２．

９９倍とすることにより，平成２８年選挙当時の有権者数に基づく

最大較差である３．０８倍を僅かながら縮小させたものである。 

平成３０年７月１１日に開催さ

れた参議院政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員会において

平成３０年改正法の前提となる改正法案が可決された際に「今後の参

議院選挙制度改革については，憲法の趣旨にのっとり，参議院の役割
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及び在り方を踏まえ引き続き検討を行うこと」とする附帯決議が付さ

れており，これにより，今後における投票価値の較差の更なる是正に

向けての方向性が示されるとともに，平成２７年改正以前のような大

きな較差を生じさせることのないよう配慮されているということがで

きる。 

そうすると，平成３０年改正は，都道府県を各選挙区の単位とする

選挙制度の仕組みを改めて，長年にわたり選挙区間における大きな投

票価値の不均衡が継続してきた状態から脱せしめた平成２７年改正の

帰結を維持するとともに，更なる較差の是正を指向するものと評価す

ることができる。 

  以上によれば，平成３０年改正による本件定数配分規定は，国会の

有する裁量権の合理的な行使の範囲を超えるものではなく，本件選

挙当時，本件定数配分規定の下での選挙区間における投票価値の不

均衡は，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態にあったもの

ということはできない。 

 ４ 本件選挙の違憲状態に関する原告らの主張について 

 平成２７年改正法では，本件選挙に向けて，参議院の在り方を踏

まえて，選挙区間における議員１人当たりの人口の較差の是正等を

考慮しつつ選挙制度の抜本的な見直しについて引き続き検討を行

い，必ず結論を得るものとする旨の附則７条の定めがあるところ，

原告らは，本件選挙まで投票価値の較差是正のための抜本的な改正

がなされなかったことから，平成２９年大法廷判決の判示に照らし

ても平成３０年改正による選挙区割りに基づく本件選挙は違憲状態

であると主張する。 

 しかし，前記 のとおり，参議院では，平成２９年２月

以降，専門委員会等において，これまでの都道府県を単位として選
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挙区を定めて，各選挙区の議員定数を偶数配当することを改めてブ

ロック選挙区制や，議員定数の奇数配当の導入という抜本的な改革

案も含めて検討が重ねられていたものの，各会派が一致する結論を

得ることができなかった。また，平成２７年改正の際，２０県１０

合区案も提出されたものの，４県２合区とする平成２７年改正法が

成立したという経緯，現在も合区となった４県が合区の早期解消を

求めるなど地方自治体が合区に根強い反対の意思を示しているこ

と，合区の弊害もあることから，更に合区を進めることにより投票

価値の較差の是正を図ることが容易ではなかった。このような状況

において，更なる投票価値の較差の是正を進める平成３０年改正法

が成立した上，平成３０年改正法に係る附帯決議において，今後も

憲法の趣旨や参議院の役割や在り方も踏まえて，選挙制度改革を引

き続き検討する旨決議がされていることを総合すれば，国会は，平

成２７年改正法の附則７条の定めに沿って投票価値の更なる是正に

向けて行動しており，平成３０年改正法を成立させて僅かながらで

あるもののそれを進めるとともに，再び平成２７年改正前の投票価

値の著しい不均衡状態に戻ることがないものとしたということがで

きる。 

 そうすると，平成３０年改正法の内容は選挙制度の更なる抜本的

な改正というにはほど遠く，平成２７年改正法の附則において国会

が国民に示した決意が実現されてはいないといわざるを得ないもの

の，そのことから，平成３０年改正が更なる較差の是正を指向する

とみることができないと評価されるとまではいえず，本件選挙当

時，選挙制度の更なる抜本的改正が実現していないことをもって，

平成３０年改正による本件定数配分規定の下での選挙区間における

投票価値の不均衡が，違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態
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にあったということはできない。 

    したがって，原告らの主張は採用することができない。 

 ５ まとめ 

 以上のとおりであるから，本件定数配分規定は本件選挙当時憲法に

違反するに至っていたということはできない。 

また，原告らのその余の主張について検討しても，上記判断を左右

するに足りないといわなければならない。 

第４ 結論 

   よって，原告らの請求をいずれも棄却することとして，主文のとおり

判決する。 
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